
第１回土地利用計画等検討部会　説明資料

第３次都市計画マスタープラン等を踏まえた
土地利用計画等の見直し

＜見直しにあたっての論点整理＞

令和８年７月１日　札幌市 まちづくり政策局 都市計画部

大見出し：17
小見出し：15
本文：13～14
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１　土地利用計画等の見直しの理由と見直しスケジュール
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大見出し：17
小見出し：15
本文：13～14

用途地域等の土地利用計画制度

即する

連携
整合

土地利用計画制度の
運用方針

市街化区域

市街化調整区域の
保全と活用の方針

市街化調整区域

開発許可制度など

都市計画
に関する

基本的な方針

他の
分野別
計画

札幌市都市計画マスタープラン
札幌市立地適正化計画

即する

即する 踏まえる

＜土地利用計画等の体系図＞

各論点に対する
方向性の検討

見直しにあたっての
論点整理

各方針の見直し

用途地域等変更案の
策定

都市計画決定手続き

概
要

これまでの各方針の
変遷や３次マス等を踏
まえて、見直しにあ
たっての論点を整理

各論点に対する現状・
課題の把握、要因分析、
土地利用計画等の見直し
の方向性について検討

各論点に対する方向性
を踏まえて、各方針を見
直し

土地利用計画制度の運
用方針を踏まえ、市街化
区域全域を対象に用途地
域等の変更案を検討

用途地域等の変更案に
ついて、都市計画審議会
へ諮問し、都市計画決定
の手続きを進める

検
討
部
会

〇第１回
　

〇第２回
都心、地域交流拠点　
住宅市街地

〇第３回
　工業地・流通業務地
　高次機能交流拠点
　市街化調整区域

〇第４回
　各方針の中間報告

〇第５回
　各方針の最終案報告

検討部会での検討範囲

・土地利用計画等は、「土地利用計画制度の運用方
針」及び「市街化調整区域の保全と活用の方針」を
定めた上で、決定・変更等を行っている

・現在の各方針は、平成28年３月策定の「第２次札幌
市都市計画マスタープラン」及び「札幌市立地適正
化計画」に即して定めたものであり、令和８年３月
に策定した「第３次札幌市都市計画マスタープラ
ン」及び「第２次札幌市立地適正化計画」（以下
「３次マス等」という）を踏まえ、これらに即する
ものとする必要がある

（１）土地利用計画等の見直しの理由

（２）土地利用計画等の見直し手順

保活方針策定後のルートも追加

市街化調整区域の保全と活用の方針の運用



令和９年 令和10年

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

土地利用
計画等
検討部会

都市計画
審議会

☆

 各方針の
見直し

用途地域等
見直し

１　土地利用計画等の見直しの理由と見直しスケジュール
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大見出し：17
小見出し：15
本文：13～14

Ｒ８
６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

Ｒ９
１月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｒ10
５～６月　　夏　　　　　　　　　　　　春

検討部会

都市計画
審議会

札幌市

第２回 第３回 第４回第１回 第５回

各方針
中間報告

各方針
素案

各方針
最終案

用途
地域等
諮問

用途
地域等
事前説明

各方針
中間報告

令和８年 令和９年

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

土地利用
計画等
検討部会

都市計画
審議会

★

5/18

部会設置

承認

☆ ☆ ★

11/13

進捗状況

報告

★

1/25

中間報告

各方針の
見直し

改
定

論点の整理

[第１回]
7/1

•論点整理

[第２回]

•方向性の
検討①

[Ｒ８第１
回]報告

•検討部会
設置の承
認

部会委員
の承認

※メール
等での　
通知を想

定

[第４回]
•中間報告

[第３回]

•方向性の
検討②

[第５回]

•運用方針の
素案

•保活方針の
素案

方向性の検討

見直し案の作成

論点の整理・テーマの
検討

論点の整理

★

全市見直し

素案

パブコメ

最終案の作成

素案の作成

方向性の検討 素案の作成

テーマ別の対応策の検討 素案の作成

[第０回]

•部会委員
への事前
説明？

素案の
修正

素案の修正
素案の修正

3
パブコメ 法定手続き等

告
示

★

全市見直し

事前説明

★

全市見直し

諮問

[第５回]

•最終案報告

★

各方針の

最終案

（３）見直しのスケジュール（案）

★5/29課長指摘
・各方針の改定時期を全市見直し前に修正⇒済
(今後、市長選を考慮したスケジュールの想定が必要)
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課長指示事項

これまでの上位計画と運用方針等の変遷
・H16都市マスのポイント⇒運用方針への反映箇所⇒全市見直しの内容
・H28都市マスのポイント⇒運用方針への反映箇所⇒全市見直しの内容

３次マス・２次立適
・３次マス・２次立適の概要、ポイント
・地域交流拠点と高次機能交流拠点

論点



２－１　土地利用計画制度の運用方針の概要
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市街化区域内の土地利用を対象として、用途地域などの地域地区や
地区計画等の具体の土地利用計画制度の運用の考え方を示す

１　目的と位置付け

※第２回・第３回検討部会で
主に議論いただく項目

ー 基本的事項 ー
　　①マスタープランの実現を支える視点

　　②地下鉄などの都市基盤の整備状況と対応を図る視点

　　③土地利用の需要や実態とのバランスを確保する視点

ー 今日的に特に配慮が求められる事項 ー
　　④ 人口減少を見据えて都市構造のバランスを維持する視点

　　⑤ 都市の魅力・活力の向上を支える視点

　　⑥ 産業構造の変化に適切に対応する視点

　　⑦ まちのリニューアルを支える視点

（１）土地利用計画制度の運用方針（平成30年６月改定）の概要

（３）土地利用計画制度の運用方針

・都市計画マスタープラン及び基本的視点等を踏まえて都市構造
区分ごとに土地利用計画制度の運用方針を整理

（１）住宅市街地の区分に対応し、多様で質の高い居住環境を支えるための運用方針

（２）魅力があふれ世界を引きつける都心の実現を支えるための運用方針

（３）拠点の特性に応じた機能の集積と魅力の向上を支えるための運用方針

（４）工業・流通業の需要変化への対応を支えるための運用方針

（５）幹線道路等の沿道の秩序ある土地利用を支えるための運用方針

（６）札幌ならではの美しい景観形成とみどりの充実を支えるための運用方針

各項目において、用途地域、容積率・建蔽率、
建物形態の制限などの基本的な考え方を示す

２　これまでの土地利用計画
制度の運用

３　土地利用計画制度の
運用にあたっての基本的視点

４　土地利用計画制度の
運用方針

５　土地利用計画制度の
より効果的な運用に向けて

資料編

都市づくりの上位計画を踏まえて、土地利用計画制度の運用に
関する基本的考え方を明確化し、制度の適切な運用を図る

土地利用計画制度の運用の考え方を、市民、事業者、行政など
各主体で共有し、きめ細かな取り組みを推進

方針の構成

※第４回検討部会で
主に議論いただく項目



２－２　これまでの上位計画と運用方針等の変遷
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（１）都市計画マスタープラン策定以降の上位計画と土地利用計画制度の変遷

上位計画 土地利用計画等

都市計画
マスタープラン

H28.3 第２次都市計画
マスタープラン

立地適正化計画

第３次都市計画
マスタープラン

第２次立地適正化計画

H16.3

R8.3

H18.3 土地利用計画制度
の運用方針

H18.3 市街化調整区域の
保全と活用の方針

H16～

用途地域等
全市見直し

H18.3

H16～

H23.9 土地利用計画制度
の運用方針 改定

H30.12 市街化調整区域の
 保全と活用の方針 改定

H29～

大見出し：17
小見出し：15
本文：13～14

H22～

H29～
H30.6 土地利用計画制度

の運用方針 改定

用途地域等
全市見直し

H24.8

用途地域等
全市見直し

R1.8

R9 市街化調整区域の
 保全と活用の方針
 改定予定

R8～R8～
R9 土地利用計画制度
の運用方針 改定予定

用途地域等
全市見直し予定

R10



 ■　都心
★　高次都市機能拠点
◆　広域交流拠点
 ●　地域中心核

２－２　これまでの上位計画と運用方針等の変遷
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（２）平成16年　札幌市都市計画マスタープラン策定

大見出し：17
小見出し：15
本文：13～14

背景　人口増加の鈍化・少子高齢化の進展・高い整備水準の基礎的都市基盤

持続可能なコンパクト・シティへの再構築

都市づくりの理念

市街地の拡大を
中心とした都市づくり

全市的な都市構造の維持・強化

地域の取組の連鎖

・拠点を効果的に配置
・オープンスペース
　ネットワークの形成
・拠点の機能向上、
　歩行者空間の創出

・都市全体の質を向上

地域内でより
具体の取組が
展開

先行的な地域
での取組周辺の取組

の誘発

地域内でより
具体の取組が
展開

新たな地域
での取組

都市づくりの基本目標

都市づくりの力点

市街地の拡大抑制を基調とし
既存都市基盤を有効活用しながら
都市の魅力と活力(質)の向上

機能の純化 機能の複合

１.都心の再生・再構築

２.多中心核都市構造の
   充実・強化

３.多様な住まい方を支える
　 質の高い居住環境の実現

５.オープンスペースネット
　 ワークの充実・強化

４.市街地の外の自然環境の
　 保全と活用

＜土地利用計画等の体系図＞

＜都市機能配置のイメージ＞

＜地域の取り組みの連鎖イメージ＞

就業

教育
生活
利便

居 住

交 流
文化

娯楽

就業

教育

生活
利便交 流

文化

娯楽

居 住



２－２　これまでの上位計画と運用方針等の変遷
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（３）平成18年　土地利用計画制度の運用方針策定・用途地域等全市見直し① 大見出し：17
小見出し：15
本文：13～14

高度地区(建築物の最高高さの限度)を指定

対象区域 60m高度地区

45m高度地区

33m高度地区

27m高度地区

24m高度地区

北側斜線高度地区

高度地区の

指定のない区域

市内のほぼ全域

★5/29課長指摘
運用方針で設定した内容⇔全市見直しで行った内容
対比になるように修正

どうして？→方針→見直し内容

創成東部、高度地区、戸建住環境、職住

用
途
地
域
等
全
市
見
直
し

背
景

運
用
方
針

・秩序ある街並みの形成を下支えする観点

から、マスタープランに掲げる都市構造

や幹線道路の体系などを踏まえ、市街地

の特性に応じて建築物の高さに関する基

本的なルールを適用することを検討

・利便性の高い地域で居住機能の立地動向

が活発なため秩序ある街並み形成を図る

必要がある

都心の東部

・創成川の東側については、指定している容積率に対して低利用の状況にある地

区も見られる一方で、居住機能の立地動向は活発であることから、この動向を

適切に誘導・調整して質の高い複合市街地の形成を段階的に進めていくことが

重要

・街区内での連続した空地の確保や街並みの統一を図るためのルールをあらかじ

め設定し、これに即した建築物について容積率などの制限を緩和することを検

討

・都心の東側は西側に比較し未利用地も多い一方、マンション建設が活発なため、

その動きを誘導・調整して、ゆとりのある空間や緑が充実し、様々な生活関連

施設が確保された質の高い市街地をつくる必要がある

地区計画(都心創成川東部地区)を指定

45ｍ

◆ すべての建築物を対象としたルール

100％≦容積率≦

◆ 容積率の特例を受ける建築物を対象としたルール

300％
400％

建築面積
≧50㎡

壁面後退≧0.5ｍ

建築面積
≧100㎡

道路幅員
≧15ｍ

歩道上空地
壁面後退≧1.5ｍ

100㎡以上かつ
敷地面積10％以上

広場・誘導用途

対象区域

最高限度

建築物の
高さの

⇒市長が認めた建築物は計画内容に応じて、基準容積率に20～100％を加算

・高さ制限と実態が乖離

・周辺のまちなみと調和を図る

一般住宅地・郊外住宅地

黄色の見出し見づらい
⇒トーンダウンしました

商業地域
（400％）

近隣商業地域
（300％）



２－２　これまでの上位計画と運用方針等の変遷

（３）平成18年　土地利用計画制度の運用方針策定・用途地域等全市見直し② 大見出し：17
小見出し：15
本文：13～14

「魅力ある都市
空間」への誘導

まちなかでの安心な
暮らしを支える

郊外住宅地
の環境保護

工業地などの変化
への適切な対応

幹線道路の沿道に
秩序ある利便の確保

美しい
景観づくり

身近なみどり
の充実

用
途
地
域
等
全
市
見
直
し

郊外住宅地

★5/29課長指摘
運用方針で設定した内容⇔全市見直しで行った内容
対比になるように修正

どうして？→方針→見直し内容

創成東部、高度地区、戸建住環境、職住

・産業構造の変化等を背景に、建物用途の制限が緩やかな工場

跡地で新たな開発等が進む事例が見られる

・個別的な土地利用の転換により用途の混在が進みつつある地

区について、都市構造の秩序の維持と周辺市街地環境との

調和を図りつつ、既存の工場等と他の用途の適切な共存を

きめ細かく段階的に誘導していくため、建築物の用途、規

模、形態に関するルールの設定を検討

住宅も工場も立地

しているところ

第一種住居地域

第一種職住共存地区

第二種職住共存地区

・居住ニーズの多様化に伴い、拡大傾向にある住宅規模に対応

しつつ、戸建住宅を主体とした住環境を守る

・容積率について、近年の住宅規模の拡大傾向を踏まえ、容積

率を小さい数値で指定している区域について緩和すること

を検討

・戸建住宅を主体とする低層住宅地の住環境を保護する観点か

ら、戸建住宅と長屋以外の建築物については、この緩和は

適用せず現状の容積率を維持することを基本

背
景

工業地など

工業地域・準工業地域について、工場や倉庫の立地状況に

応じて用途地域を変更・特別用途地区を指定

9

戸建住宅の容積率を60%から80%に緩和し、あわせて敷地面積の

最低限度を指定

対象区域

敷地面積：300㎡
容積率：60%

敷地の分割

135㎡
60%

165㎡
80%

すでに住宅地へ

転換したところ

住宅地に変わりつつ

あるところ
（大規模な店舗や工場を制限）

（大規模な店舗などを制限）

※各特別用途地区の制限概要は参考資料を参照

運
用
方
針



２－２　これまでの上位計画と運用方針等の変遷

（４）平成23年 土地利用計画制度の運用方針策定・平成24年 用途地域等全市見直し 大見出し：17
小見出し：15
本文：13～14

用
途
地
域
等
全
市
見
直
し

郊外住宅地

・大規模な施設が郊外に立地し、公共交

通等の整備状況と十分に対応していな

い

＜４車線以上の幹線道路の沿道＞

・大規模集客施設については、公共交通

利便性などの地区特性に応じて規模に

関するルールを設定し、立地できる地

域を制限

・主要な道路から離れた地域では、高齢

化が進むにつれ、身近な場所で生活利

便施設が利用しづらい状況が見られる

＜２車線道路の沿道＞

・道路機能や地区特性に応じて、日用品

販売店舗などの生活利便施設の立地に

対応するため、第一種住居地域又は第

二種低層住居専用地域を定めることを

基本とする現状の指定を維持

・住宅地内の主要な道路沿道では、より

身近なところに地域の日常生活を支え

る利便施設の立地機会を確保するた

め、住環境に配慮しながら、用途制限

を緩和

背
景

一般住宅地・郊外住宅地

床面積10,000㎡を超える大規模集客施設

の立地を制限する特別用途地区を指定

主要な道路などの沿道に、第一種住居地

域・第二種低層住居専用地域を拡充

・高さ制限と実態が乖離している

・周辺のまちなみと調和を図る

・一般住宅地の指定の高さ制限と現況に

乖離がある地区では、市街地の形成過

程等の特性を踏まえながら、安定的な

住環境の保護を図るため、建築物の高

さ制限を強化

・低層住居専用地域以外を指定している

地域では、後背の住宅地との調和に配

慮し、高さ制限を強化

一般住宅地・郊外住宅地

地域の特徴に合わせて高さ制限を強化

運
用
方
針

第一種住居地域

　：２車線の主要な幹線道路（都市計画

道路）を対象

第二種低層住居専用地域

　：幹線道路を結ぶ主要な道路を対象

近隣商業地域

　：第一種、第三種、第四種小売店舗地

区を指定

準工業地域

　：第一種、第三種特別業務地区、大規

模集客施設制限地区を指定

※各特別用途地区の制限概要は参考資料を参照

33m、27m、24m

高度地区から

18m高度地区へ

変更

★5/29課長指摘
R1見直しの前にH24見直しのスライドを追加
→6/2追加しました

対象区域

黄色の見出し見づらい
⇒トーンダウンしました

10



２－２　これまでの上位計画と運用方針等の変遷

11

（５）平成28年　第２次札幌市都市計画マスタープラン・札幌市立地適正化計画の策定①

大見出し：17
小見出し：15
本文：13～14

背景　人口減少の見込み・人口密度の偏在化の懸念

Ｓ・Ｍ・Ｉ・Ｌ・Ｅｓ　Ｃｉｔｙ　Ｓａｐｐｏｒｏ　～誰もが笑顔でいきいきとすごせるまちへ～都市づくりの理念

Ｓ　　Sustainability　
Ｍ　　Management
Ｉ　　Innovation
Ｌ　　Livability
Ｅｓ　Everyone,Economy,…

立地適正化計画

都市づくりの基本目標 世界都市
札幌らしいライフスタイル

が実現できる都市
安全・安心な都市

コンパクトな都市 低炭素都市 多様な協働

将来人口増減率（H22～R12） 年少・老年人口の将来推計
（H22～R12）

地下鉄沿線でも
人口が減少する可能性

郊外の一部で人口減少が
加速する懸念

都市機能誘導区域（都心）

持続可能な居住環境形成エリア

都市機能誘導区域（地域交流拠点）

集合型居住誘導区域

実現に向けて
立地適正化計画を

策定

都市構造区分に応じた
人口密度の適正化や、
公共交通を基軸とした
各種都市機能の適切な

配置を図る

＜立地適正化計画の
各区域範囲＞



２－２　これまでの上位計画と運用方針等の変遷

12

（５）平成28年　第２次札幌市都市計画マスタープラン・札幌市立地適正化計画の策定②

大見出し：17
小見出し：15
本文：13～14

《先行的に取り組む地域交流拠点》

《その他の地域交流拠点》

地域動向の変化に応じてまちづくりを進める
拠点

公共施設の建替え更新などの動きがみられる
など、地域の動向が変化しつつある拠点

琴似、白石、北24条、光星、月寒

地域住民や事業者などとまちづくりの方向性
を共有し、交流機能や回遊性の向上を考慮し
た整備とまちづくり活動の一体的な取組が図
られるよう働きかける

後背圏を支えるための取組を進める拠点

麻生・新琴似、栄町、福住

ゲートウェイ拠点としての機能強化な
ど、それぞれが抱える地域課題を踏ま
え、行政が誘導しながらまちづくりを展
開

まちづくりの機運を高めていく拠点

宮の沢、手稲、大谷地、平岸、澄川

町内会や商工会、地域の任意団体などが
行うまちづくりの継続的な取組を通じ、
地域コミュニティや商店街などの活性化
を図ることにより、まちづくりの機運を
高める

新さっぽろ

「新さっぽろ駅周辺地区まちづくり計画」に基づき、市営住宅余剰
地の活用などを柱として、多様な機能の集積や既存機能との相乗効
果により、にぎわい溢れる拠点の形成を目指すとともに、江別市や
北広島市などの広大な後背圏の生活を支えるゲートウェイ拠点とし
て魅力あるまちづくりを推進

真駒内

真駒内地域の将来の土地利用などを具体化したまちづくり計画を策
定し、駅前地区を中心とした滞留・交流空間の充実とともに、定山
渓や芸術の森といった高次機能交流拠点はもとより、南区全体の魅
力向上に資する拠点の形成を図る

篠路

「篠路駅周辺地区まちづくり実施計画」に基づく土地区画整理事業
や鉄道高架事業などの社会基盤整備を契機として、拠点としての機
能・魅力の向上に向けて取り組む

清田

・短期的にはバス待ち環境の改善など、公共交通サービスの利便性
向上に努め、将来的には拠点機能の向上のために効果的な取組を
展開

★5/29課長指摘
・先行4拠点の理由
・その他の拠点の位置づけを各拠点のタイトルに変更

説明文を省略するイメージ？
→6/2修正してみました

　札幌市まちづくり戦略ビジョン（平成25年策定）でリーディングプロジェクトと位置づけられた「新さっぽろ」、「真駒内」のほか、

今後10年間のうちに具体的に取り組む拠点と位置づけられている「篠路」、「清田」を先行的に取り組む地域交流拠点と整理

２次マスにおける地域交流拠点の位置づけ

　それぞれの地域交流拠点の現状や今後の方向性を明確にするため、拠点が置かれている現状や共通する今後の方向性の観点から、それぞ

れの拠点を３つのケースに分類

公共施設の建替え更新などの動きがみられる
など、地域の動向が変化しつつある拠点

琴似、白石、北24条、光星、月寒

地域住民や事業者などとまちづくりの方向性
を共有し、交流機能や回遊性の向上を考慮し
た整備とまちづくり活動の一体的な取組が図
られるよう働きかける



２－２　これまでの上位計画と運用方針等の変遷

（６）平成30年　土地利用計画制度の運用方針の改定・令和元年　用途地域等全市見直し①

大見出し：17
小見出し：15
本文：13～14

★5/29課長指摘
運用方針で設定した内容⇔全市見直しで行った内容
対比になるように修正

どうして？→方針→見直し内容

拠点用途地域(一住・二住)１低(40→50％)、二特工、流通業務

用
途
地
域
等
全
市
見
直
し

背
景

運
用
方
針

集合型居住誘導区域

・地域交流拠点は、後背圏の広がりに応

じて地域の豊かな生活を支える中心的

役割を担っている

・地域交流拠点の機能向上に向けて徒歩

圏における建物用途の多様性を高める

ため、周辺の土地利用の現況や動向等

を踏まえつつ、用途地域を住居系の種

類の中で変更することによる建物用途

制限の緩和を検討

・集合型居住誘導区域の一部地域では、

人口減少が予測され、都市機能の低下

が懸念される

・複合型高度利用市街地のうち今後人口

減少が予測される地域について、建物

用途の多様性を高め、居住地としての

魅力の向上を図るため、周辺の土地利

用の現況や動向を踏まえつつ、用途地

域を住居系の種類の中で変更すること

による建物用途制限の緩和を検討

地域交流拠点

・更新時期を迎えている戸建住宅が多い

・近年の住宅規模は、建築敷地が小さく

なっている一方、建築面積や延床面積

は大きくなってきている

・郊外住宅地としての環境を維持しつ

つ、近年の住宅規模の傾向に応じた個

別の建替えも可能とするため、容積率

や最低敷地面積、壁面後退距離などの

制限は維持した上で、必要に応じて建

蔽率の緩和を検討

持続可能な居住環境形成エリア

拠点周辺の建物用途制限の緩和

13

集合型居住誘導区域

地域交流拠点

・人口減少が予測されるエリアの地域交流拠点

周辺で、第二種中高層住居専用地域を第一種

住居地域に変更

・都市機能誘導区域内で、第二種中高層住居専

用地域又は第一種住居地域を第二種住居地域

へ変更

対象区域

建蔽率を50%に緩和した区域

第一種低層住居専用地域の建蔽率を40%か

ら50%へ緩和

対象区域



２－２　これまでの上位計画と運用方針等の変遷

（６）平成30年　土地利用計画制度の運用方針の改定・令和元年　用途地域等全市見直し②

大見出し：17
小見出し：15
本文：13～14

★5/29課長指摘
運用方針で設定した内容⇔全市見直しで行った内容
対比になるように修正

どうして？→方針→見直し内容

拠点用途地域(一住・二住)１低(40→50％)、二特工、流通業務

用
途
地
域
等
全
市
見
直
し

背
景

運
用
方
針

・近年、物流施設の機能複合化や大型化が進む一方、流通業務

地区・団地内では、建築できる施設の種類が限定されてお

り、施設の立地に対応しにくい状況

・団地内での移転を伴う施設更新を下支えしつつ、物流施設の

大型化・複合化にも適切に対応する必要があることから、

流通業務団地の都市計画で区域ごとに定めている土地利用

制限等を見直すことを検討するとともに、今後の個別の更

新を支えるため、土地利用計画制度の機動的な運用を図る

大谷地流通業務地区・団地

流通業務地区の区域を縮小し、特別用途地区を指定するととも

に、流通業務団地内に立地できる施設の種類や位置を緩和

・市内の工場や倉庫等は老朽化が進行している一方、建替えや

機能増進のために必要な土地を見つけることができず、市

外に移転する事例も発生

・土地利用の転換が進んでいない地区については、工業適地と

しての環境を維持・保全するため、特別用途地区の指定に

より工業系用途以外の用途の制限を強化することなどを検

討

工業地・流通業務地

非工業系用途に対する制限を強化し、敷地面積の最低限度を定

める特別用途地区（第二種特別工業地区）を指定

14

非工業系用途の制限

住宅・
共同住宅

店舗・
飲食店等

パチンコ店等 事務所

工場 倉庫

敷地面積の最低限度

・工場や倉庫等の立地に対応できない小規模な土地が発生しな

いよう敷地面積の最低限度を300㎡と定めた

３階以上
共同住宅
不可

1,500㎡
以上不可

対象区域
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【目次】
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３－１．区域区分、開発許可制度、市街化調整区域の保全と活用の方針(保活方針)

16

（２）市街化調整区域の保全と活用にあたっての理念　

全体の体裁を模索しながらつくっておりまし
て、小タイトルのデザインをスライド全体で少
しだけ変えました🙇
4/22　伊藤
👆ありがとうございます（丸岡）

・区域区分（線引き）は都市計画区域を市街化区域と市街化

調整区域に区分することであり、本市では昭和45年に初め

て区域区分を定め、それ以降、定期的に見直しを実施

・人口急増期にあたる戦後から昭和の終わりごろにかけて

は、集中する人口や産業の収容が中心課題であったため、

市街化調整区域を市街化区域に編入し、市街地の範囲を拡

大することで、拡大する住宅等の需要へ対応

・平成に入り、人口増加傾向が次第に緩やかとなったことか

ら、市街化調整区域を市街化区域に編入する面積は段階的

に小さくなり、平成16年に都市計画マスタープランを策定

して以降、新たな住宅市街地開発を目的とした市街地の拡

大は行っていない

・区域区分の実効性を担保する手段として重要な役割を担う都

市計画法に規定された制度

・市街化調整区域では、無秩序な市街地の拡大のおそれがない

ものと、市街化調整区域での立地を認容すべき特別の必要

性が認められるもののみを許容

【開発許可不要で立地が許容される施設等】

公共事業、農業施設・農家用住宅等、仮設建築物など

【許可を受ければ立地が許容される施設等】

農林業生産物の処理・加工施設、危険物の貯蔵・処理施設

などのほか、開発審査会の議を経て、周辺における市街化

を促進するおそれがなく、かつ、市街化区域内において行

うことが困難又は著しく不適当と認められるもの

（２）開発許可制度（１）区域区分（線引き）

区
域
面
積
（
h
a
）

拡
大
面
積
（
h
a
）

区域区分の変遷

市街化調整区域では、原則として建築物の建築や

用途変更は認められない

市街化調整区域の「保全」と「活用」の方向性を明確化し、市
街化調整区域内の土地利用に係る各種制度の運用の整合を図る

各種制度の運用に関する考え方を都市づくりに関わる各主体で
共有し、市民・企業・行政等の多様な協働による都市づくりを
進める

（３）市街化調整区域の保全と活用の方針(保活方針)

〇自然環境や農地を引き続き「保全」していくことが最も重要

〇都市の魅力・活力を高めるためには、市街化調整区域の特質を
生かし、土地を適切かつ有効に「活用」していく視点も重要

市街化調整区域の保全と活用の方針

■　 都市づくりの上位計画を踏まえて、市街化調整区域の
　　 土地利用の方向性を明確化

■　 「保全」と「活用」の考え方を、市民、事業者、行政
　　 など都市づくりに関わる各主体で共有

土地利用に係る各種制度の運用の整合を図る

多様な主体の協働による都市づくりの推進

（１）目的



３－２　これまでの上位計画と保活方針等の変遷
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（１）平成16年　札幌市都市計画マスタープラン

・人口や産業の集中が緩やかとなり市街地の拡大傾向は収まり

を見せる

・都市づくりの理念として「持続可能なコンパクトシティへの

再構築」を掲げ、市街地の拡大の抑制を基調

・散発的な土地利用により市街地の外の森林・農地が減少

・市街地を取り巻く自然的環境などの資源をこれまで同様に適

切に保全・活用していくとともに、新たな態様で活用してい

く視点も求められる

背景

基本方針（市街地の外の土地利用）

■市街地外周を森林・農地等が取り囲むという札幌の特質を

生かし、都市個性を伸ばす土地利用を目指します。

■良好な自然的環境を今後とも適切に維持・保全するととも

に、さらなる創出を誘導します。

■都市活動を維持するうえで不可欠でありながら市街地内で

の立地がなじまない機能や、市街地の外ならではの特質を

生かす機能の立地に適切に対応します。

取組の方向

・自然環境の保全と創出

・優良な農地との健全な調和

　・災害防止の観点からの市街化の抑制

　・既存住宅団地の居住環境の維持・増進

　・秩序ある都市的土地利用の誘導

方針

・日常生活に必要な機能は市街化区域内に立地することを基本

・市街化調整区域においては、優良な農地、良好な自然環境を

有する区域、災害の発生のおそれのある区域等の保全を原則

・下記のすべての項目に該当する土地利用は新たに許容を検

討、必要な基準の策定や改正等に取り組む

１　市街化区域内では困難または著しく不適当な用途
２　本市土地利用計画等との整合
３　市街化の抑制
４　周辺環境との調和
５　事業の確実性

・農畜産物の付加価値向上
・経営の効率化や多角化による農業者の経営安定
・市民の農業への理解促進の場や機会の提供

方針を踏まえた取組事例

農業交流関連施設認定制度（平成18年～）

・市街化調整区域内において、農業者が直売所や加工販売所

等を整備することを可能にする制度

自らが生産する農産物

（野菜類、果樹等）の

直売及びそれらを原材料

とする加工品（パフェ、

スープ等）の販売

（２）平成18年　市街化調整区域の保全と活用の方針



・人口減少が見込まれるほか、超高齢社会の到来、生産年齢人

口の減少など、札幌を取り巻く状況が大きく変化

３－２　これまでの上位計画と保活方針等の変遷
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（３）平成28年　第２次札幌市都市計画マスタープラン

背景

基本方針（市街地の外の土地利用）

■良好な自然環境や優良な農地を保全するとともに、新たな

市街地の形成は原則行いません。

■都市活動の維持に不可欠でありながら、市街地内への立地

がなじまない施設や、市街地の外ならではの土地利用に対

応した土地利用計画制度の運用を検討します。

■市街地の外にある高次機能交流拠点においては、拠点の機

能や魅力の向上に資するよう、周辺を含めた自然環境の保

全を前提とし、地域特性を踏まえて景観にも配慮した限定

的な土地利用の許容について検討します。

取組の方向性

・自然環境の保全と創出

・優良な農地との健全な調和

　・市街地開発への対応（※新たな市街地開発は既存市街地内を基本）

　・既存住宅団地の居住環境の維持

　・秩序ある都市的土地利用や市街地の外ならではの土地利用へ

の対応

　・市街地の外における土地利用計画制度の適切な運用

【特に重視すべき観点】
・新たな価値を創造し、成熟社会を支える都市づくり
・エネルギー施策と連携し、環境と共生する低炭素型都市づくり
・災害時に備えた安全・安心な都市づくり

ー理念ー
　札幌の都市個性を伸ばし、新たな魅力を創造する、

メリハリある土地利用誘導　

ー基本姿勢ー

　・魅力ある空間を柔軟に活用

　・許可施設の立地を計画的に誘導

　・許可等を通じて積極的に景観を向上

方針

（４）平成30年　市街化調整区域の保全と活用の方針

・自然環境等の保全を前提としつつ、土地を適切かつ有効に活用
するため、土地利用に関する考え方を以下のとおり類型化

前方針の課題

・いくつか具体の土地利用に関する方針の記載はあるが、想定される土地利用に関す

る考え方を横断的視点から検討し、示すことができていない（Ex.新たに示した高次

機能交流拠点の考え方を盛り込めない）

・都市計画法以外の規制など、市街化調整区域の全体像が俯瞰できない

類型 土地利用の方向性

保全
優先型

自然環境
水道水源区域を特に保全を優先
すべき区域として制限強化を検討

災害の発生の
おそれのある区域

土砂災害警戒区域や災害危険区域を指定している
現行の運用を維持

農地
農業振興に資する土地利用について限定的に緩和
を検討

活用
調整型

産業活用
路線を限定し許容している流通業務施設の立地に
ついて緩和を検討

既存施設活用
既存の住宅団地や公共公益施設の限定的な立地を
認めている現行の運用を維持

魅力
創造
誘導型

高次機能交流拠点
各拠点の取組の方向性や動向に応じ限定的な土地
利用の許容を検討

高次機能交流拠点以外の
地域

豊かな自然環境による地域資源を活用した土地利
用の許容を検討
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・適地がないことによる市内企業の市外移転防止
・市外、道外からの企業誘致
・市街化区域内での取組も含めた工業系用地の創出

方針を踏まえた取組事例

工場・物流施設立地指定路線

・大規模流通業務施設等の立地が許容される指定路線沿道に

おいて、令和３年から工場の立地についても許容

・市街化区域内に適地がない場合に限り、業種や施設規模、

壁面の位置等を制限した上で、工場の立地を限定的に許容

・令和８年には、対象業種の拡大や市外企業の許容、指定路

線からの距離要件の緩和を実施

路線指定年

平成６年

平成12年

平成19年

方針を踏まえた取組事例

・来訪者の利便性向上
・高次機能交流拠点としての機能や魅力の向上
・当地区にふさわしい景観形成

モエレ沼公園・サッポロさとらんど周辺地区における

利便施設の立地の許容と景観まちづくり指針の策定

・「モエレ沼公園・サッポロさとらんど周辺地区利便施設認定

要綱」を令和４年に策定し、地区周辺の指定路線の沿道にお

いて、利便施設の立地を許容する運用を開始

・来訪者の利便性向上に資する飲食店や物販店、当地区の

機能や魅了向上に資する土地利用を規模等を限定して許容

・札幌市景観条例に基づき「モエレ沼公園・サッポロさとらん

ど周辺地区景観まちづくり指針」を策定し、施設立地の要件

として当指針への適合を求める

３－２　これまでの上位計画と保活方針等の変遷

（４）平成30年　市街化調整区域の保全と活用の方針

方針を踏まえた取組事例 活用調整型 魅力創造誘導型

立地が許容される施設：Ｈ６から可 ➡ Ｒ３追加 ➡Ｒ８追加 

物流施設 運送業、倉庫業、卸売業

工場

食品・飲料（これに係る製造機械・装置含む） 、印刷、金
属、医薬品・医療機器、バイオ、再エネ・新エネ、スマート
グリッド、蓄電池、次世代自動車、ロボット、航空・宇宙、
高温超電導、ナノテクノロジー、高機能素材、半導体・高度
IT、その他産業の高度化、高付加価値化及び技術の集積に資
するもの

※赤字は利便施設の立地を許容する敷地設定の基準

要綱の名前を入れる
絵の見出し付ける（〇要綱に基づく指定路線）
※の赤字⇒利便施設の立地を許容する敷地設定の基準

「札幌市市街化調整区域における工場・物流施設立地認定要綱」に基づく指定
路線

＜利便施設の立地を許容する要綱で定める指定路線位置図＞

＜工場・物流施設立地指定路線位置図＞
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４　第３次都市計画マスタープラン・第２次立地適正化計画の概要

５　見直しの論点案

課長指示事項

これまでの上位計画と運用方針等の変遷
・H16都市マスのポイント⇒運用方針への反映箇所⇒全市見直しの内容
・H28都市マスのポイント⇒運用方針への反映箇所⇒全市見直しの内容

３次マス・２次立適
・３次マス・２次立適の概要、ポイント
・地域交流拠点と高次機能交流拠点

論点



・高次な都市機能や活発な経済活動、文化芸術・スポーツが育む創造により、
　北海道をリードし世界を引き付ける 魅力と活力あふれる世界都市

・人口減少等に適応した都市構造を形成し、
　地域コミュニティを支え札幌の価値を守り育てる 持続可能な都市

・札幌らしい地域の特色を生かした居住環境の形成により子育て・暮らし・
　仕事など誰もが快適で多様なライフスタイルを実現できる「ひと」中心の都市

・先進的な取組により脱炭素化を推進し、
　「みどり」「ゆき」の自然の恵みと調和した 環境都市

・都市基盤の効率的な維持・保全や災害リスクを踏まえた防災・
　減災の取組により、都市活動が災害時にも継続できる
　安全・安心・強靱な都市

都市づくりの基本目標

 

都市づくりの理念

４　第３次都市計画マスタープラン・第２次立地適正化計画の概要
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拡大成長期 安定成熟期 人口転換期 人口減少期

人
口

３次マスタープラン 2040年代以降

都市計画マスタープランの目的

　札幌の目指すべき都市像の実現に向けた取組の方向性を全市的視点から整理し、都市づくりの総合性・一体性を確保するとともに、今

後の協働の都市づくりを推進するために市民・企業・行政等が共有する指針

２次マスタープラン

大見出し：17
小見出し：15
本文：13～14

・２次マスタープラン以降の社会情勢の変化
・今後も進む札幌を取り巻く状況の変化と様々な機会

人口減少の進行等により様々な課題の顕在化が懸念

人口減少に適応した都市づくりへの移行

多様な地域のつながりが　都市全体の調和を保つ　札幌型コンパクトシティの実現

見直しのポイント

今後顕在化するであろう課題に備える視点
札幌の強みを生かし機会を的確に捉える視点

が必要

（１）第３次札幌市都市計画マスタープラン（令和８年３月策定）

・多様な協働 により地域の価値を創造する取組が連鎖する都市

＜ 都市づくり全体 ＞

＜ 身近な地域 ＞

お伝えしていなかったのですが、フォントはBIZ　
UDGothicでお願いします🙇
⇒修正しました！
⇒🙆

＜本計画の都市づくりの視点＞



４　第３次都市計画マスタープラン・第２次立地適正化計画の概要
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大見出し：17
小見出し：15
本文：13～14

札幌・北海道の魅力と活力を
先導・発信する都心

産業や観光など
札幌・北海道の魅力と活力を
高める高次機能交流拠点

多様なライフスタイルを
実現する住宅市街地

保全と活用で多様な
魅力を生む市街地の外

豊かな生活環境を支える
地域交流拠点

札幌の産業を支える
工業地・流通業務地

都市づくりの重点

（１）第３次札幌市都市計画マスタープラン（令和８年３月策定）

目指すべき都市構造

市街地の範囲を変更しないことを基本としつつ、本計画の目標年次の更にその先の人口減少や人口構造の変化に伴い顕在化するであろう

課題に備え、これまで築いてきた都市構造を維持していく

拠
点

都心
都心にふさわしい高次な都市機能の集積や札幌を象徴する都市空間の創出、脱炭素化の推進
等を通じて、札幌・北海道の魅力と活力を先導・発信

地域
交流拠点

後背圏を含めた地域の生活を支える日常的な生活利便機能や多様な都市機能の集積を図ると
ともに、公共交通の利便性を確保し、来訪者を受け入れる魅力ある交流空間を形成

高次機能
交流拠点

札幌・北海道の魅力と活力の向上を先導するため、地域の持つ資源や施設等の特性に応じ、
産業や観光、文化芸術、スポーツなど、高次な都市機能を集積

価値観や家族構成の変化等に対応した多様なライフスタイルを実現

住
宅
市
街
地

複合型
高度利用市街地

後背の住宅地を支える高い居住密度を維持・向上し、生活利便機能を集積するとともに、質の
高い都市空間を実現

一般住宅地
戸建住宅や集合住宅などの多様な居住機能や生活利便機能などの調和が保たれた居住環境
を実現

郊外住宅地 自然と調和し、ゆとりある空間を生かした暮らしを実現

工業地・
流通業務地

周辺市街地との均衡を保ちつつ、市内工場の操業環境の保全や新たな産業振興など、札幌の
産業を向上

市街地の外
(市街化調整区域) 良好な自然環境や優良な農地を適切に保全

都市全体から見て求められる役割

拠
点

都心
都心にふさわしい高次な都市機能の集積、札幌を
象徴する都市空間の創出、脱炭素化の推進等を通
じた札幌・北海道の魅力と活力の先導・発信

地域交流拠点
後背圏を含めた地域の生活を支える生活利便機能
や都市機能の集積、公共交通の利便性の確保、魅
力ある交流空間の形成

高次機能
交流拠点

産業や観光、文化芸術、スポーツなど高次な都市
機能の集積

住宅市街地
価値観や家族構成の変化等に対応した多様なライ
フスタイルを実現

複合型
高度利用市街地

高い居住密度の維持・向上、生活利便機能の集積
による質の高い都市空間の実現

一般住宅地
多様な居住機能と生活利便施設の調和が保たれた
居住空間の実現

郊外住宅地 自然と調和したゆとりある暮らしの実現

工業地・流通業務地
周辺市街地との均衡を保ちつつ、市内工場の操業
環境の保全や新たな産業振興など、札幌の産業の
向上

市街地の外
(市街化調整区域)

良好な自然環境や優良な農地の適切な保全
都市全体から見て求められる役割 範　囲

拠  　
点

都心

・高次な都市機能の集積
・札幌を象徴する都市空間の創出
・脱炭素化の推進
⇒札幌・北海道の魅力と活力を先導・発信

・ＪＲ札幌駅北口一帯
・大通と東８丁目・篠路通の交差点付近
・中島公園の北端付近、大通公園の西端付近を　
頂点として結ぶエリア

地域
交流拠点

・生活利便施設、多様な都市機能の集積
・公共交通の利便性を確保
⇒来訪者を受け入れる魅力ある交流空間を形成

・主要な交通結節点周辺
・区役所周辺などの生活圏域の拠点

高次機能
交流拠点

・産業や観光、文化芸術、スポーツなど、
　高次な都市機能を集積
⇒札幌・北海道の魅力と活力の向上を先導

・国際的・広域的な広がりを持って利用され、　高次
な都市機能が集積するエリア

価値観や家族構成の変化等に対応した多様なライフスタイルを実現

住
宅
市
街
地

複合型
高度利用市

街地

・居住機能の集積による高密度な住宅地の維持
・生活利便機能を集積
⇒質の高い都市空間を実現

・おおむね環状通の内側
・地下鉄沿線と地域交流拠点の周辺

一般住宅地
・戸建住宅や集合住宅などの多様な居住機能
・生活利便機能
⇒調和が保たれた居住環境を実現

市街化区域のうち、複合型高度利用市街地、郊外
住宅地、工業地・流通業務地以外

郊外住宅地

・ゆとりある住宅地
・身近への利便施設の立地
⇒自然と調和し、ゆとりある空間を生かした
　暮らしを実現

市街化区域のうち、おおむね外側に位置し、一定
の生活利便機能を有する低層住宅地を主とするエ
リア

工業地・
流通業務地

・周辺市街地との均衡
・操業環境の保全、新たな産業振興
⇒札幌の産業を向上

工業や流通業務に係る集約的な土地利用を推進
するエリア

市街地の外
(市街化調整区域 ) 良好な自然環境や優良な農地を適切に保全 市街化を抑制すべきエリア

都市づくりの重点を設定し、都市空間の区分ごと
の特性や役割に応じて、基本目標の実現に向けた
将来像と主要なテーマを整理

土地利用、交通、みどり、エネルギーなど各分野で連携し総
合的に取り組んでいくことが重要

＜都市づくりの重点＞
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４　第３次都市計画マスタープラン・第２次立地適正化計画の概要

（１）第３次札幌市都市計画マスタープラン（令和８年３月策定）

　将来像　

●ゆきやみどりなどの札幌の資源を生かしながら、国際的・広域的な観点を持った　
産業や観光、スポーツ、文化芸術などの都市機能の高度化と集積が進み、国内外　問
わず、多くのひと・もの・ことを呼び込む
●近接する都心、地域交流拠点、他の高次機能交流拠点との連携や周辺エリアを含　
めた取組により高い魅力を発揮し、札幌・北海道のブランド力向上の一翼を担う
●市街地の外の高次機能交流拠点では、拠点ごとの特性に応じた土地利用が促進さ　
れ、拠点としての機能や魅力の向上を図る

大見出し：17
小見出し：15
本文：13～14

　主要なテーマ

将来像

●国内外からひと・もの・ことを呼び込み、札幌はもとより北海道の経済を　
支え、データや先端技術の活用などにより、イノベーションが創出され、　
新しい価値が生まれ続けている
●積雪寒冷地ならではの風土特性やこれまで築いてきた都市空間など、札幌　
の資源や資産が最大限活用され、質の高いみどりを備えた快適な交流・滞　
留空間の創出や移動環境の充実により、魅力的でうるおいのある歩きたく　
なる都心が形成されている
●エネルギー利用に関する世界トップレベルの取組が展開され、誰もが安　　
全・安心に都市活動を行える強靱な都心が形成されている
●公民連携型のまちづくり推進体制を構築し、都心の魅力や価値の創出に挑　
戦できるまちづくりが進められている

〇 都心にふさわしい高次な都市機能の集積

〇 魅力的でうるおいのある歩きたくなる都心の形成

〇 広域交通ネットワーク形成を見据えた魅力向上と機能強化

〇 脱炭素化の先導と強靱な都心の形成

〇 都心の価値を一層高める公民連携によるまちづくりの推進

世界都市 持続可能 ひと中心 環境都市 安全・安心 多様な協働

世界都市 持続可能 環境都市 多様な協働

　札幌・北海道の魅力と活力を先導・発信する 都心　  

▲都心における主要な取組イメージ

産業や観光など札幌・北海道の魅力と活力を高める

高次機能交流拠点　  

　主要なテーマ

〇 札幌・北海道の魅力と活力を高める都市機能の更なる
　 高度化や集積

〇 関連する拠点等との連携による機能向上の推進

・丘珠空港周辺
・スノーリゾートエリア
・円山動物園・大倉山周辺
・札幌ドーム周辺
・中島公園周辺

・モエレ沼公園・さとらんど周辺
・大谷地流通業務団地
・東札幌
・札幌テクノパーク
・札幌芸術の森周辺

・北海道大学周辺
・定山渓
・藻岩山麓周辺
・苗穂
・東雁来

　

　主要なテーマ(抜粋)

〇札幌・北海道の魅力と活力を高める都市機能の更なる高度化や集積
　⇒産業、観光、文化芸術、スポーツなどの札幌・北海道の魅力と活力の向上に資する　　
都市機能の高度化と集積を進める
　⇒市街地の外に位置する高次機能交流拠点周辺において、自然環境等の周辺環境の保　　
全や都市構造の秩序の維持を前提とし、札幌・北海道の魅力・活力の向上に資する　　土
地利用を検討する

〇関連する拠点等との連携による機能向上の推進
　⇒近接する都心、地域交流拠点、他の高次機能交流拠点や周辺エリアとの連携による　　
相乗効果が期待できる機能や取組の誘導を図る
　⇒高次機能交流拠点へのアクセス性の向上などにより、回遊性の向上を図る

　主要なテーマ(抜粋)

〇都心にふさわしい高次な都市機能の集積
　⇒先進的ビジネス環境の形成、観光を支える機能の集積、消費活動等の機会の充実を図る

〇魅力的でうるおいのある歩きたくなる都心の形成
　⇒屋内空間の高質なオープンスペースの充実、道路や広場等の公共的空間の活用を進める
　⇒にぎわい創出に資する魅力的なストリート、地上・地下の歩行ネットワークの形成

〇広域交通ネットワーク形成を見据えた魅力向上と機能強化
　⇒札幌・北海道の玄関口にふさわしい景観形成や、交流・滞留空間の整備・活用の推進
　⇒まちづくりと連携した新たな公共交通システムの導入に向けた取組等の推進

〇脱炭素化の先導と強靱な都心の形成
　⇒建築物の省エネルギー化、再生可能エネルギー利用等、脱炭素化を先導

〇都心の価値を一層高める公民連携によるまちづくりの推進
　⇒公民連携型のまちづくり推進体制を構築するともに、エリアマネジメントや民間主体の　　
取組を促進し、社会情勢の変化に機動的に対応できるまちづくりを進める

 高次機能交流拠点（15か所）



　　豊かな生活環境を支える 地域交流拠点　　

４　第３次都市計画マスタープラン・第２次立地適正化計画の概要

（１）第３次札幌市都市計画マスタープラン（令和８年３月策定）

大見出し：17
小見出し：15
本文：13～14

　主要なテーマ(抜粋)

将来像

●後背圏も含めた地域の生活を支えるための生活利便機能や、区役所をはじ
めとした公共機能など、多様な都市機能が集積しています。
●多様な都市機能を身近に利用することができるよう、居住機能の集積が進
められています。
●交通結節機能の向上が図られ、多くの人に利用されています。
●居心地が良く歩きたくなる空間の形成等を通じて、拠点内の回遊性を向上
し、にぎわいや交流が生まれる場が創出されています。
●良好な景観やオープンスペースの形成、環境配慮等の視点を踏まえた、地
域交流拠点の魅力と機能の向上が進んでいます。〇後背圏の生活を支える多様な都市機能の充実

⇒拠点の特性に応じて区役所などの公共機能、商業・業務・医療・
福祉・子育て支援などの多様な都市機能の集積を図る

〇多様な都市機能へのアクセス性や交通結節機能の向上
⇒公共交通の利便性の維持や後背圏へのアクセス性の向上に向け

て、拠点の位置づけや特性に応じ、公共交通の乗継環境や待合機
能の向上、バスターミナルの機能維持・更新などの取組を進める

〇人が集まりにぎわい・交流が生まれる空間の創出
⇒民間都市開発の誘導・調整を積極的に進め、地域特性に応じたに

ぎわいや、創造性を生み出す多様な交流空間の創出を図るととも
に、既存の公共的空間を活用しながら、居心地が良く歩きたくな
る空間形成の取組を推進し、人が集まる場所としての魅力の向上
を図る

持続可能 ひと中心 環境都市

安全・安心 多様な協働

将来像

土地利用の再編により
機能強化を図る拠点

地域の動向を踏まえて
魅力向上を図る拠点

新さっぽろ、麻生・新琴似、琴似、
北２４条、光星、月寒

宮の沢、栄町、福住、
大谷地、白石、平岸、澄川、手稲

土地利用転換や公共施設等の建て替え
更新などを踏まえ、地域の動向を捉え
つつ、地域住民や事業者などとまちづ
くりの方向性を共有し、機能強化を図
ります。

町内会や商店街、地域の任意団体など
が行うまちづくりの継続的な取組を通
じ、地域資源の活用などにより、まち
づくりの機運を高め、魅力の向上を図
ります。

事業を着実に進め
効果を最大限高める拠点

真駒内、篠路、清田

第2次札幌市まちづくり戦略ビジョンに
おいて先行的に取り組む地域交流拠点と
して位置づけられている拠点では、引き
続き事業を着実に進め、拠点の魅力向上
や機能強化を推進します。

・円の文字を大きくしたいので、位置図をなく
して、円を大きくしてください。
⇒修正

★5/29課長指摘
拠点の分類が2次マスから組み替えた理由を示しておきたい…
⇒6/3少し手を加えてみました

〇脱炭素化の推進と防災性の向上
⇒公共施設等の建て替え更新時に合わせた建築物の省エネル

ギー化の推進やコージェネレーションシステム等の導入、周
辺民間施設へのエネルギーネットワークの拡充、再生可能エ
ネルギーの導入等について検討を進める

〇各拠点の特性に応じた多様な手法でのまちづくりの推進
⇒地域交流拠点に求められる役割を踏まえた「取組を進める上

で考慮する観点」を整理し、それに基づき、札幌市の計画等
の推進や地域のまちづくりの機運、民間開発等の動向を捉え
ながら、地域に応じた魅力向上や機能強化を進める

取組戦略イメージ

①地域交流拠点別の現状
地域交流拠点ごと(17か所)に成り立ちや地域特性等が異なるこ
とから、各拠点の現状を整理  ※一部抜粋

① 公共施設の機能更新を捉えたまちづくりを推進
② 後背圏を支える多様な都市機能の集積
③ 交通結節機能の向上
④ 居心地が良く歩きたくなる空間の形成や活用の推進
⑤ 脱炭素化・強靱化の推進
⑥ エリアの価値を高める取組の推進
⑦ 周辺との連携などによる魅力の向上

札幌市の
計画等の推進

地域のまちづくり
の機運

民間開発等の動向

　主要なテーマ

〇 後背圏の生活を支える多様な　
都市機能の充実

〇 多様な都市機能へのアクセス性
や交通結節機能の向上

〇 人が集まりにぎわい・交流が　
生まれる空間の創出

〇 脱炭素化の推進と防災性の向上

〇 各拠点の特性に応じた多様な　
手法でのまちづくりの推進

　豊かな生活環境を支える 地域交流拠点　  
②取組を進める上で考慮する観点

拠点それぞれの課題解決等に加え、都市全体から求められる役
割を踏まえた上で、各拠点における取組を進める

③当面の取組の方向性
取組の方向性に限らず、地域交流拠点の魅力向上に資する新た
な取組が見込まれる場合は、柔軟に対応を検討する

R5策定のまちづくり計画に
基づき取組を推進

公営住宅跡地等を
活用した再開発を
推進平岸通、白石・中の島

通に地区計画を決定
し、にぎわいを生む機
能の誘導を図る

▲地域交流拠点における
　主要な取組イメージ

「沿道」いらない

＜地域交流拠点＞ 24



　　多様なライフスタイルを実現する 住宅市街地　　

４　第３次都市計画マスタープラン・第２次立地適正化計画の概要

（１）第３次札幌市都市計画マスタープラン（令和８年３月策定）

大見出し：17
小見出し：15
本文：13～14

　主要なテーマ(抜粋)

将来像

持続可能 ひと中心 環境都市

安全・安心 多様な協働

将来像

●多様なライフスタイルを実現する特徴の異なる住宅市街地が維持されてい
ます。
●複合型高度利用市街地では、人口減少下においても高い居住密度に支えら
れた生活利便機能が集積し、良好な景観やオープンスペースの創出、みどり
の確保などによる、質の高い都市空間が形成されています。
●一般住宅地では、戸建住宅や集合住宅などの多様な居住機能や生活利便機
能など、地域のニーズに応じた、調和の保たれた居住環境が形成されていま
す。
●郊外住宅地では、自然と調和し、ゆとりある空間を生かした暮らしができ
る居住空間が広がっています。
●人口減少等の進行に伴う居住環境を取り巻く状況の変化に適応しながら、
都市基盤を効率的に活用し地域コミュニティが維持されています。

〇居住環境の変化への適応
⇒人口減少に伴う都市機能の低下等の課題が顕在化するこ

とが懸念される地区では、都市基盤を効率的に活用し、
都市全体のバランスを踏まえ最適化を図りながら、地域
の実情に応じて地域コミュニティの維持等を図るため、
周辺の市街地環境との調和を前提とし、機能や魅力の増
進について検討する

⇒居住環境の変化に応じて、バス路線の運行効率化など面
的な公共交通ネットワークを維持し、生活交通の確保を
目指す

〇居住地としての魅力の向上
⇒公園の再整備や地域のコミュニティ拠点の形成などを推進す

るとともに、空き家・空き地の流通の促進などにより多様
な世代の流入を促す

⇒人口密度の高い複合型高度利用市街地では、後背の　住宅地
を支える生活利便機能の集積等により人口密度の維持・増
加を図るとともに、オープンスペースの創出、みどりの充
実や良好な景観の形成など、住宅地の質の向上を図る

〇人口動向や社会情勢を踏まえた多様なライフスタイルへ　
の対応

⇒地下鉄駅周辺等の高密度で利便性の高い住宅地や、自然と調
和したゆとりのある住宅地での多様なライフスタイルの実
現を図るため、今後の人口減少等や社会情勢の変化などを
見据えて将来の住宅地の在り方について検討を進める

〇居住地としての魅力の向上
　⇒公園の再整備や地域のコミュニティ拠点の形成などを推進す　　
るとともに、空き家・空き地の流通の促進などにより多様な　　
世代の流入を促す
　⇒人口密度の高い複合型高度利用市街地では、後背の住宅地を　　
支える生活利便機能の集積等により人口密度の維持・増加を　　
図るとともに、オープンスペースの創出、みどりの充実や良　　
好な景観の形成など、住宅地の質の向上を図る

〇居住環境の変化への適応
　⇒人口減少に伴う都市機能の低下等の課題が顕在化することが　　
懸念される地区では、都市基盤を効率的に活用し、都市全体　　
のバランスを踏まえ最適化を図りながら、地域の実情に応じ　　
て地域コミュニティの維持等を図るため、周辺の市街地環境　　
との調和を前提とし、機能や魅力の増進について検討する
　⇒居住環境の変化に応じて、バス路線の運行効率化など面的な　　
公共交通ネットワークを維持し、生活交通の確保を目指す

〇人口動向や社会情勢を踏まえた多様なライフスタイル
　への対応
　⇒地下鉄駅周辺等の高密度で利便性の高い住宅地や、自然と　　
調和したゆとりのある住宅地での多様なライフスタイルの　　
実現を図るため、今後の人口減少等や社会情勢の変化など　　
を見据えて将来の住宅地の在り方について検討を進める

　主要なテーマ

〇 人口動向や社会情勢を踏まえた多様なライフスタイルへの対応

〇 居住地としての魅力の向上

〇 居住環境の変化への適応

多様なライフスタイルを実現する 住宅市街地

▲郊外住宅地における主要な取組イメージ▲一般住宅地における主要な取組イメージ▲複合型高度利用市街地における主要な取組イメージ

　主要なテーマ

〇 工業系の土地利用の維持・向上

〇 工業系用地の確保や
新たな産業立地への対応

札幌の産業を支える

工業地・流通業務地

　主要なテーマ

〇 良好な自然環境の維持・保全・創出

〇 市街地の外ならではの特質を生かす
土地利用の検討

保全と活用で多様な魅力を生む

市街地の外

▲住宅市街地、工業地・流通業務地、市街地の外
 

　 札幌の産業を支える 工業地・流通業務地 　

　主要なテーマ(抜粋)

〇工業系の土地利用の維持・向上
⇒既に工業系の土地利用がなされている地区など工業系の土

地利用が必要な地区については、操業環境の維持・保全を
図る

〇工業系用地の確保や新たな産業立地への対応
⇒建て替えや更新のための工業系用地が不足する状況を踏ま

え、周辺環境や景観への影響、交通負荷等に配慮しなが
ら、工業系用地の確保に努める

⇒ＧＸやＡＩの関連産業など、新たな産業の振興やビジネス
の創出を図るため、道内・国内外の状況の変化に機動的に
対応する

　 保全と活用で多様な魅力を生む 市街地の外 　

　主要なテーマ(抜粋)

〇市街地の外ならではの特質を生かす土地利用の検討
⇒社会情勢の変化や土地利用の動向などを踏まえ、「市街化

調整区域の保全と活用の方針 」を適宜見直して、土地利
用計画制度の適切な運用を図る

⇒都市全体の魅力や活力を高めるため、多様な地域資源を活
用した札幌の魅力の創造に資する施設や、都市活動を維持
する上で不可欠である施設など、市街地の外ならではの土
地利用などについては、自然・農地等の保全・創出等を前
提としながら適切に対応する

〇良好な自然環境の維持・保全・創出
⇒各種制度を適切に運用し、豊かな自然環境や優良な農地を

維持・保全する
⇒拠点となる公園・緑地をつなぐ森林・草地・農地などにつ

いて、地域制緑地 などの制度により保全を図るほか、市
民や企業、活動団体などとの協働により市街地を取り囲む
みどりづくりを推進する

⇒開発を行う場合の緑地の保全・創出に関するルールによ
り、緑地の適切な保全・創出を図る

黄色の見出し見づらい
⇒トーンダウンしました
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４　第３次都市計画マスタープラン・第２次立地適正化計画の概要

立地適正化計画制度の概要

　医療・福祉・子育て支援・商業等の都市機能を都市の拠点となるエリアに誘導しつつ、その周辺や公共交通の沿線に居住を誘導するとと

もに、公共交通ネットワークの形成と連携した取組を進める「コンパクト・プラス・ネットワーク」のまちづくりを実現するための計画

（２）第２次札幌市立地適正化計画（令和８年３月策定）

基本方針１

● 多くの人が集まる都心や地域交流拠点と基軸となる公共交通
を中心に居住機能と都市機能の集積を図り、人口減少が進む
中でも利便性の高い地域での暮らしやゆとりある郊外での暮
らしなど、多様なライフスタイルに対応した持続可能な都市を
目指す

基本方針２
公共交通ネットワークで結ばれた

誰もが暮らしやすい都市づくり

基本方針３

● 自然災害のリスクを踏まえて居住機能と都市機能の誘導を図
りつつ、市民・企業・行政などの多様な関係者が連携して都市
の防災力を高める取組を進め、安全で安心な都市を目指す

居住機能と都市機能の適切な誘導による

人口減少に適応した持続可能な都市づくり

● 居住機能と都市機能の誘導に合わせて札幌の都市構造を支え
る公共交通ネットワークを持続可能なものとし、都市機能へのア
クセス性が確保された誰もが暮らしやすい都市を目指す

自然災害のリスクを踏まえた

　　　　安全で安心な都市づくり

立地の適正化に関する基本的な方針見直し背景

《人口》

● 札幌の人口密度は、おおむね今
後２０年間は一定の水準が維持
される見込み

● 一方、２０４０年代以降は、人口減
少や人口構造の変化が更に進行
することが見 込まれることから、
より一層の人口減少等を見据え
た検討が重要

100mメッシュにおける徒歩圏内の　
施設立地状況の一例（R6）（医療施設）

《生活利便》

● 札幌は生活利便施設の徒歩圏面
積カバー率が高く、おおむね市全
体で高水準に立地

● 今後、人口密度が低下すると、生
活利便施設の維持・存続が困難に
なる地域が発生することが懸念
される

人口分布図
（令和22年人口推計）

《自然災害》

● 近年、頻発・激甚化する災害に備
え、災害リスクを踏まえた防災・
減災の取組や、レジリエンスの向
上に向けた取組を進め、リスクに
対して適 切に備えていくことが
求められている

体裁やフォントの調整を
お願いします
⇒修正しました

基本方針１

● 多くの人が集まる都心や地域交流拠点と基軸となる公共交通を中心に
居住機能と都市機能の集積を図り、人口減少が進む中でも利便性の高
い地域での暮らしやゆとりある郊外での暮らしなど、多様なライフスタ
イルに対応した持続可能な都市を目指します。

基本方針２
公共交通ネットワークで結ばれた

誰もが暮らしやすい都市づくり

基本方針３

● 自然災害のリスクを踏まえて居住機能と都市機能の誘導を図りつつ、
市民・企業・行政などの多様な関係者が連携して都市の防災力を高め
る取組を進め、安全で安心な都市を目指します。

居住機能と都市機能の適切な誘導による

人口減少に適応した持続可能な都市づくり

● 居住機能と都市機能の誘導に合わせて札幌の都市構造を支える公共
交通ネットワークを持続可能なものとし、都市機能へのアクセス性が確
保された誰もが暮らしやすい都市を目指します。

自然災害のリスクを踏まえた

　　　　安全で安心な都市づくり

立地の適正化に関する基本的な方針
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４　第３次都市計画マスタープラン・第２次立地適正化計画の概要
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（２）第２次札幌市立地適正化計画（令和８年３月策定）

● 今後も人口減少は避けられないという認識のもと２０４０年代より先を見据えると、住宅市街地の区分に応じて利便性が確保された居住環
境が必要

● 人口、土地利用、交通および災害リスクの現状と将来の見通しを勘案して、居住誘導区域を設定

● 居住誘導区域内に都市機能が維持されることで、区域内の居住環境の向上だけでなく、後背の住宅地の生活利便性の確保にもつながる

居住誘導区域

● 生活を支える都市機能へのアクセス性が高く、一定の人口規
模と生活利便性を有するエリアに居住誘導区域を設定し、戸
建住宅や集合住宅など地域の特性に応じた居住機能の集積
を図ることにより、人口密度の維持を目指す

● 骨格公共交通である地下鉄・ＪＲ・路面電車及び地域交流拠点
の周辺を対象とし、住宅市街地の区分や徒歩圏、居住誘導区
域の位置関係、土地利用の状況、災害リスクを考慮して設定

集合型居住誘導区域

地域特性に応じて課題に取り組むエリア

● 複合型高度利用市街地の区域を基本に、土地の高度利用を
主とした集合型の居住機能の集積を図ることにより、人口密
度の維持・増加を目指す

● 人口減少を前提としつつも、地域の実情や特性、課題を把握
し地域ごとにまちづくりに取り組むなど、市民の暮らしを支
えるため、必要に応じた取組を検討

居住誘導区域等

体裁やフォントの調整を
お願いします
⇒修正しました

１次立適からの主な変更点

〇集合型居住誘導区域の外側に居住誘導区域を拡大

〇居住誘導区域の外側に地域特性に応じて課題に取り組むエリアを設定
←「居住誘導区域の外に地域特性に応じて課題に取り組むエリアを設定」と追記



４　第３次都市計画マスタープラン・第２次立地適正化計画の概要

28

（２）第２次札幌市立地適正化計画（令和８年３月策定）

● 必要な都市機能を都市の拠点となるエリアに集積させることで、効率的なサービスの提供を実現し、市民の利便性と福祉の向上を図るとと
もに、都市の魅力を高めることを目的として、都市機能誘導区域と誘導施設を設定

● 少子高齢社会への対応や子育てしやすい環境の確保など、これからの都市づくりに重要な視点を踏まえて誘導施設を設定し、誘導を図る
べき区域を都市機能誘導区域に位置づけ

地域の暮らしを守り・育む都市機能誘導区域

都心にふさわしい高次な都市機能誘導区域

● 「日常生活を支える利便機能」や「公共
サービス機能」、「地域の魅力を高める
都市機能」、「防災力を高める都市機
能」に位置づけられる誘導施設につい
ては、公共交通の利便性が高いエリア
や周辺地域の生活を支える拠点とし
ての役割を担うエリアにおいて集積す
ることを目指し、都心、地域交流拠点
を都市機能誘導区域に設定

● 「都市の魅力を高める都市機能」
に位置づけられる誘導施設につ
いては、高次な都市機能として
特に都心において集積が必要と
なることから、都心には都市機
能誘導区域を重層的に設定

誘導施設

● 国際競争力の向上に資する高次都

市機能を有する施設（ＭＩＣＥ関

連施設、高機能オフィス）

● 教育文化施設（大規模ホール）

都市機能誘導区域と誘導施設

体裁やフォントの調整を
お願いします
⇒修正しました

誘導施設

● ２００床以上の病院

● 子どもの屋内遊び場

● 大規模な商業施設

● 多くの市民が利用する

公共施設

● 一時滞在施設

１次立適からの主な変更点

〇都市機能誘導区域の範囲を拡大（都心以外）

〇誘導施設を追加（下表の下線施設）
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【目次】

１　土地利用計画等の見直しの理由と見直しスケジュール

２　土地利用計画制度の運用方針（運用方針）について

２－１　土地利用計画制度の運用方針の概要

２－２　これまでの上位計画と運用方針等の変遷

３　市街化調整区域の保全と活用の方針（保活方針）について

３－１　区域区分、開発許可制度、市街化調整区域の保全と活用の方

針(保活方針)　

　　　３－２　これまでの上位計画と保活方針等の変遷

４　第３次都市計画マスタープラン・第２次立地適正化計画の概要

５　見直しの論点案

課長指示事項

これまでの上位計画と運用方針等の変遷
・H16都市マスのポイント⇒運用方針への反映箇所⇒全市見直しの内容
・H28都市マスのポイント⇒運用方針への反映箇所⇒全市見直しの内容

３次マス・２次立適
・３次マス・２次立適の概要、ポイント
・地域交流拠点と高次機能交流拠点

論点



５．見直しの論点案
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本部会における論点の区分と各計画の関係性

第２次立地適正化計画

複合型高度利用市街地

一般住宅地

郊外住宅地

集合型居住誘導区域

居住誘導区域

地域特性に応じて課題に
取り組むエリア

おおむね同一

おおむね同一

おおむね同一

骨格公共交通から
徒歩圏

その他

（土砂災害警戒区域等を除外）

都心

地域交流拠点

都市機能誘導
区域（都心）

都市機能誘導
区域（地域）

土地利用計画制度の運用方針
（第４章）

工業地・流通業務地

都心

拠点（地域交流拠点）

高次機能交流拠点 拠点（高次機能交流拠点）

住宅市街地

工業地・流通業務地

幹線道路等

景観・みどり

市街化調整区域の
保全と活用の方針

市街化調整区域

必要に応じて
議論

論点の区分

第３次都市計画
マスタープラン

市街地の外

市街化調整区域

都市計画区域外



５．見直しの論点案

３次マス・２次立適における方向性 見直しの論点案

住
宅
市
街
地

都
　
心

〇【一般住宅地・郊外住宅地】拡
大した居住誘導区域における
土地利用計画の在り方

・立地適正化計画で定める居住機能及び都市機能の誘導を踏まえた土地利用計画制
度の運用を検討

・徒歩圏内の身近な範囲における生活利便施設の立地や、地域課題の解決、居住環
境の維持のために、地域特性に応じた土地利用計画制度の運用を検討

・人口減少等に伴う都市機能の低下等の課題が顕在化することが懸念される地区で
は、都市基盤を効率的に活用するなど、都市全体のバランスを踏まえ最適化を図
りながら、地域の実情に応じて地域コミュニティの維持等を図るため、周辺の市
街地環境との調和を前提とし、機能や魅力の増進について検討

・大規模な住宅団地や地域コミュニティの中核を担ってきた学校跡地等の土地利用
が転換される場合は、都市構造の秩序の維持、地域コミュニティの増進、周辺の
市街地環境との調和を前提としながら、地域に求められる機能や札幌の魅力や活
力の向上に寄与する機能の導入等に向けた土地利用計画制度の運用について検討

【第３次都市計画マスタープラン(第５章 部門別の取組の方向性)】

・高次な都市機能の集積や札幌を象徴する都市空間の創出などの都心に求められる
役割と、都心にふさわしい業務・商業・交流等の都市機能集積を目指す区域や職
・住・遊の適切な複合市街地を形成する区域などの特性を踏まえ、高次な都市機
能や居住機能等のバランスの取れた立地の実現を図る

・業務や商業等の都心にふさわしい高次な都市機能の集積や、МＩＣＥ環境の充
実、ＧＸやＡＩの関連産業等の集積を見据えた金融機能の強化等、札幌市の計画
の目標実現に資する開発の誘導を図るため、市街地再開発事業や容積率規制の緩
和をはじめとした都市開発に係る諸制度や各種支援制度などを活用し、民間都市
開発の誘導・調整を積極的に進める

・街並みとの連続感がある良好な景観の形成や地上・地下の重層的な歩行ネット
ワーク、ユニバーサルデザインによる空間整備など、誰もが居心地が良く歩きた
くなる都市空間の形成を図る

〇【郊外住宅地】人口減少を見据
えた土地利用計画の在り方

〇見直しした都市機能誘導区域・
誘導施設を踏まえた土地利用の
方向性

〇土地利用計画制度における各種
緩和制度等の見直し

〇【一般住宅地・郊外住宅地】大
規模跡地の土地利用転換にお
ける土地利用計画の在り方

〇高次機能交流拠点の魅力向上に
資する取組を支える土地利用の
方向性

課長指示事項

都市づくりの重点別に項目立てる
都市マスと立適を分ける

地
域
交
流
拠
点

高交
次流
機拠
能点

【第３次都市計画マスタープラン(第５章 部門別の取組の方向性)】

・都市基盤の整備状況や機能集積の動向、建築物の老朽化状況、後背圏の状況な
ど、各地域交流拠点の異なる特性に応じて、容積率規制の緩和をはじめとした都
市開発に係る諸制度や各種支援制度などを活用し、民間都市開発の誘導・調整を
積極的に進め、都市機能の集積を図る

【第２次立地適正化計画(第４章 誘導区域と誘導施設)】

・「日常生活を支える利便機能」や「公共サービス機能」、「地域の魅力を高める
都市機能」、「防災力を高める都市機能」に位置づけられる誘導施設について
は、公共交通の利便性が高いエリアや周辺地域の生活を支える拠点としての役割
を担うエリアにおいて集積することを目指し、都心、地域交流拠点を都市機能誘
導区域として設定

【第３次都市計画マスタープラン(第５章 部門別の取組の方向性)】

・国際的・広域的な観点を持った都市機能の高度化や集積に向けて、国内外の社会
情勢や市民、観光客からの多様なニーズを踏まえ、その拠点の魅力の向上に資す
る民間都市開発の誘導等に向けた土地利用計画制度の運用や既存ストックの利活
用等を推進

〇都心の役割や、都心内の特性を
踏まえた各機能のバランスの取
れた立地の方向性

〇土地利用計画制度における各種
緩和制度等の見直し

〇見直しした都市機能誘導区域・
誘導施設を踏まえた土地利用
計画制度の在り方

〇魅力向上に資する民間都市開発
の誘導等に向けた土地利用計
画制度の在り方

論点は何を目指しているのか
２回目以降は、問題意識と論点設定を、議論の方向性をコントロールすることも間g萎えつつ、見せていく必要がある）
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論点



５．見直しの論点案

住
宅
市
街
地

〇住宅市街地の区分及び居住誘
導区域ごとの土地利用の方
向性

〇大規模な土地利用転換にあ
たっての土地利用の方向性

課長指示事項

都市づくりの重点別に項目立てる
都市マスと立適を分ける

【第３次都市計画マスタープラン(第５章 部門別の取組の方向性)】

・大規模な住宅団地や地域コミュニティの中核を担ってきた学校跡地等の土地利用が転換さ
れる場合は、都市構造の秩序の維持、地域コミュニティの増進、周辺の市街地環境との調
和を前提としながら、地域に求められる機能や札幌の魅力や活力の向上に寄与する機能の
導入等に向けた土地利用計画制度の運用について検討

【第２次立地適正化計画(第４章 誘導区域と誘導施設)】

・本計画では、人口減少下においても一定のエリアで人口密度を維持することにより、都市
機能や地域コミュニティが持続的に確保されるよう、人口、土地利用、交通および災害リ
スクの現状と将来の見通しを勘案して、居住誘導区域を設定

・居住誘導区域内の都市機能が維持されることで、区域内の居住環境の向上だけでなく、後
背の住宅地の生活利便性の確保につながる

工流
業通
地業
・務
　地

〇操業環境の保全及び工業系
用地の確保に向けた土地利
用の方向性

【第３次都市計画マスタープラン(第５章 部門別の取組の方向性)】

・住宅市街地において工業や流通業務に関する土地利用が図られている地区については、周
辺の土地利用の状況や市街地環境を踏まえ、操業環境の保全がふさわしい場合は、その保
全に向けた土地利用計画制度の運用などの対応を検討

〇拡大した居住誘導区域における
土地利用計画の在り方

〇大規模跡地の土地利用転換にお
ける土地利用計画の在り方

〇郊外住宅地における土地利用計
画の在り方

論点

市
街
地
の
外

〇自然環境等を保全すべき区域
とその保全に向けた制度運用

【第３次都市計画マスタープラン(第５章 部門別の取組の方向性)】
・良好な自然環境については、地域制緑地などの適切な指定・制度運用により開発を抑制し

適切に保全。また、集団的農用地や各種農業投資が行われている区域などは、生産性の高
い優良な農地を形成していることから、都市的土地利用を抑制し、その保全に努める

・幹線道路沿道やインターチェンジ周辺などの高い交通利便性を有している地区においては
工場や流通業務施設等の立地を検討するとともに、市街化区域内の土地利用状況などを考
慮した上で、ＧＸやＡＩ、半導体の関連産業などの地域経済活動をけん引する新たな産業
の振興などを促すため、適正かつ合理的な範囲内での立地を許容するなど、土地利用計画
制度を適切に運用

・高次機能交流拠点周辺では自然環境の保全や都市構造の秩序の維持を前提としつつ、市街
地の外ならではの特質を生かし、地域特性を踏まえた地区計画等の活用について検討を行
うなど、景観にも配慮しながら札幌・北海道の魅力と活力の向上に資する取組を検討

〇自然環境の保全や景観への
配慮などを前提とした都市の
活力・魅力の向上に資する
土地利用の実現に向けた制度
の在り方

見直しの論点案３次マス・２次立適における方向性
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